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はじめに 

航空戦力を海外基地に依存せずに運用できる空母は、第二次世界大戦後の米軍事戦略の

要である。1993 年 3 月 12 日、空母セオドア・ルーズベルトを訪問したビル・クリントン

大統領は、国際的な危機が高まった時に誰もが最初に聞くのは「一番近い空母はどこだ」

だと述べた1。実際に、1995 年から 1996 年にかけて台湾海峡で危機が高まると、クリント

ンは空母打撃群に台湾海峡を通航させ、さらに台湾初の総統選挙に合わせて中国がミサイ

ル演習を行うと、2 つの空母打撃群を台湾海峡に派遣してこれを牽制した。一方、台湾海

峡危機で圧倒的な力を示した米空母打撃群の介入を阻止するため、中国はかつて旧ソ連が

米空母を攻撃するために開発したソヴレメンヌイ級駆逐艦とキロ級潜水艦を購入した。同

時に、国産の潜水艦、水上艦、航空機、そしてミサイルの開発を本格化させた。中国はま

た、機雷や衛星破壊能力、サイバー攻撃能力といった非対称攻撃能力の開発・導入も進め

た。米国は、このような中国の介入阻止能力を「接近阻止・領域拒否（A2/AD）」能力とし

て懸念するようになった。2010 年の米国の「四年ごとの国防見直し」では、初めて A2/AD

の脅威が重視され、これに対抗するため、海空軍戦力の効率的な統合を目指す「エアシー

バトル」構想が打ち出された2。 

その後も中国の A2/AD 能力は対艦弾道ミサイル（ASBM）やドローン、人工知能（AI）

極超音速兵器の導入によって向上を続けているため、将来戦における米空母と艦載機、そ

して空母打撃群の有用性についての議論が高まっている。1920 年代に米海軍が空母の運用

を始めた時から、その有用性については常に疑念が投げかけられてきた。現在の議論も一

定程度過去の議論の延長である。このため、本稿は空母の有用性をめぐる過去の議論を振

り返った上で、今後の空母の有用性に関する懐疑論と肯定論を整理し、今後の見通しにつ

いて考察する。日本政府は 2018 年 12 月に改定した防衛計画の大綱でいずも級護衛艦を事

実上の空母に改修する方針を打ち出しており、米空母の有用性をめぐる議論を整理するこ

とは、日本の安全保障政策を考えるためにも有益である。 

 

１．歴史的展開 

英海軍に遅れること 4 年、米海軍は 1922 年に空母の運用テストを開始し、1927 年に戦
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闘用の空母としてレキシントンとサラトガを就役させた。しかし、1922 年のワシントン海

軍軍縮条約で空母の保有数が制限されており、また初期の空母は速度が遅く、武装も不十

分で、さらに陸上配備型の爆撃機と比較して艦載機の作戦行動半径も短かったため、当初

空母の主任務はせいぜい艦載機による偵察とみなされた。その後、ワシントン海軍軍縮条

約が破棄されると、日米は空母の建造を本格的に押し進めた。真珠湾攻撃によって空母が

提供するエアパワーが証明され、この攻撃で戦艦に大きな被害の出た米海軍は、太平洋戦

争で空母を活用するようになった（日本陸軍の陸上攻撃機が英海軍の戦艦プリンス・オブ・

ウェールズをマレー沖海戦で撃沈したことは、戦艦がもはや時代後れであることを証明し

た）。米海軍は 1942 年 4 月に陸上爆撃機を空母から発進させて日本本土に「ドゥーリトル

空爆」を行い、6 月にはミッドウェー海戦で日本海軍の空母戦力に大きな打撃を与えた。

こうして、米空母とその艦載機は、パワープロジェクションとシーコントロールの中核を

担うようになったのである3。一方、米空母が日本本土に近づくと日本側の防衛が強化され、

米海軍は空母の集中によってシーコントロールを確保しなければならなかった4。 

戦後、米海軍は空母艦載機による核攻撃を空軍の戦略爆撃を補完するものであると主張

し、ジェットエンジン式艦載機を運用できる大型空母の建造を要求した。しかし、新設さ

れた米空軍はソ連との戦争に備えるに当たって大型爆撃機による戦略核攻撃を重視し、海

軍の空母戦力を予算獲得上の障害とみなした。ジェームズ・フォレスタル国防長官は空軍

の反対を抑え、65000 トン級の大型空母ユナイテッド・ステイツの建造予算を獲得したが、

フォレスタルの後任となったルイス・ジョンソンは海軍と海兵隊の予算削減に取り組み、

ユナイテッド・ステイツの建造も中止した。この決定に海軍は強く反発し、下院軍事委員

会の公聴会に海軍の上層部が出席し、陸上配備の航空機と艦載機の補完性を訴えた5。この

「提督たちの反乱」は、朝鮮戦争の緒戦で空軍が地上基地を整備している間に、空母と艦

載機が攻撃任務を担ったことで収束した。1951 年に、米海軍は 78000 トンのフォレスタル

級大型空母の建造に取りかかった。フォレスタル級はアングルドデッキと蒸気カタパルト、

そして光学着艦装置を備え、艦載機の運用率と安全の向上に大きく貢献した。フォレスタ

ル級以降の空母には、従来の艦載機による攻撃と支援任務に加えて、A-3 や A-5 などの大

型攻撃機や F-4 戦闘機による核攻撃の任務が与えられるようになった6。 

1961 年に、米海軍は初の原子力推進型空母エンタープライズを就役させたが、1963 年に

ロバート・マクナマラ国防長官は原子力空母のコストに疑念を呈するとともに、陸上配備

の航空機の作戦行動半径や能力の向上によって、艦載機の有用性は低下したと主張した。

しかし、ベトナム戦争で、空母艦載機は空爆や対空戦、電子戦、そして偵察など様々な任

務をこなし、空軍の B-52 爆撃機に対する作戦支援も行った。空中給油能力の向上によっ
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て、艦載機の作戦行動半径も拡大し、A-6 の導入によってあらゆる核爆弾を運用できるよ

うになった海軍の空母艦載機部隊は、空軍の航空機とほぼ同じ任務をこなせるようになっ

た7。1975 年には、米海軍は 10万トンのニミッツ級空母の導入を開始した。この頃、エル

モ・ズムワルト海軍作戦部長は、高価な大型空母に疑念を呈し、V/STOL 機とヘリコプター

を搭載し、ニミッツ級の 15パーセントの予算で建造できる小型の「制海艦」を多数導入す

ることを検討したが、海軍は実証実験を通じて制海艦の能力不足を指摘した8。 

しかし、ソ連海軍の潜水艦と対艦巡航ミサイルは米海軍の大型空母にとって脅威であっ

た。米海軍は、空母護衛のために水上艦、潜水艦、補給艦からなる空母戦闘群（後の空母

打撃群）を編成し、潜水艦やミサイルの脅威に備えるようになった。潜水艦への対処につ

いては、第二次世界大戦から対潜水艦戦を行う攻撃機を搭載した護衛空母が用いられてい

たが、戦後の大型空母の護衛のために、艦載機に対潜用の哨戒機やヘリコプターが搭載さ

れるようになった9。ミサイル脅威への対処については、米海軍は 1950 年代に空母の防空

のために誘導ミサイルを導入したが、1960 年代末には新たなシステムなしにソ連の対艦ミ

サイルに対処できないことが明らかになった。このため、米海軍はイージス戦争システム

の開発に取り組み、最初のイージス巡洋艦が 1981 年に就役した。同時に 100以上の経空脅

威を認識し対処できるイージスシステムの導入によって空母の脆弱性は飛躍的に克服され

た。また、イージスシステムは垂直発射システム（VLS）や F-14 および F/A-18 とリンク

し、空母戦闘群の攻撃力の向上にもつながった10。「600 隻海軍」を目指したレーガン政権

では、15隻の空母が海洋戦略の中心に位置づけられた11。これによって、ソ連の A2/AD 脅

威は軽減され、冷戦の終結につながる要因となった12。 

冷戦後、1991 年の湾岸戦争では、精密誘導兵器を搭載した米空軍機が空爆の主力であっ

たが、2001 年のアフガニスタン侵攻、そして 2003 年のイラク侵攻では、周辺に利用可能

な基地が少なかったこともあり、米空母の艦載機が主力として投入され、精密誘導兵器に

よる空爆を行った13。2014 年には、米空母がアラビア海から「イスラム国」掃討作戦のた

め 54 日間にわたって空爆を行った14。 

このように、米空母と艦載機はその登場の瞬間からその脆弱性や艦載機の制約が指摘さ

れてきた。空母が大型化するにつれ、膨大なコストと費用対効果についても常に疑問視さ

れてきた。しかし、空母は技術改良を重ね、実戦でその有用性を自ら証明し、現在の主力

艦の地位を維持してきた。中国の A2/AD 脅威が高まる中、空母はその地位を今後も維持で

きるのであろうか。 
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２．空母懐疑論 

現在、米国は 11隻の空母を就役させている。米海軍は、合衆国法典の下で 11隻以上の

空母と 9 つ以上の艦載機部隊の保有が義務づけられている一方、米海軍は 2016 年 12 月に

355隻海軍構想を打ち出し、その中で空母を 12隻保有することを目指すとしている15。し

かし、最新鋭の空母ジェラルド・フォードは建造費が 130億ドルと高額だが、当初の予定

より 250億円高く、建造は 3 年遅れた。フォードは 2017 年 7 月に就役したが、未だに戦闘

任務に就く準備は整っていない。フォード級 2 番艦のジョン・F・ケネディも建造が 3 年遅

れている。このため、コストの観点から今後も空母打撃群を維持することの是非が議論さ

れている。米国防総省は、2020 年度の国防予算の見積の中で、海軍が経費節減のために空

母ハリー・S・トルーマンの 2024 年の原子炉燃料交換オーバーホールをやめて、早期退役

させ、これによってフォード級 2隻の建造費やその他のシステムの導入に充てることが検

討された。この案は、結局トランプ政権によって撤回されたが16、コストの観点から空母の

費用対効果についての議論が続いていることを示している。 

米空母の数が今後どのようになっていくかは、政治的考慮のみならず、技術の進展に

よっても左右される。このため、本節では、技術の観点から将来戦における空母の有用性

に懐疑的な議論を整理してみたい。 

中国の A2/AD 能力が米空母にもたらす脅威は、第一列島線まで、そして第二列島線まで

のものに分類することができる。第一列島線までの脅威としては、まずソ連製 S-300 を模し

たとみられる中国国産の HQ-9 地対空ミサイルが挙げられる。これは移動式で生存性も高く、

300 キロメートル以内の航空機と巡航ミサイルへの対処が可能とみられる17。中国は射程距

離が 400 キロメートルの S-400 をロシアから購入しており、これによって防空能力のさらな

る向上が見込まれる18。また、中国は水上艦および戦闘艦と爆撃機に長射程対艦巡航ミサイ

ルを配備している。最新鋭の対艦巡航ミサイル YJ-18 は、亜音速の巡航速度で低空飛行し、

攻撃目標の手前で超音速に加速する。射程は 540 キロメートルと見込まれている19。ソ連製

のソブレメンヌイ級駆逐艦は、米海軍のイージスシステムを無力化するために設計された

SS-N-22 対艦巡航ミサイルを備えている。同じくソ連製のキロ級潜水艦には、SS-N-27 対艦

巡航ミサイルが搭載されており、このミサイルは低空をジグザク飛行するため対処が困難

である20。中国はまた、攻撃を任務とする無人機部隊の創設が指摘され、低コストの UAV

（無人航空機）を多数使用して運用する「スワーム」技術の向上を目指していると伝えら

れる21。 

第二列島線までの脅威は、まず、航続距離の長い Su-27 や J-11 戦闘機に搭載された対艦

巡航ミサイルで、H-6 爆撃機は射程 1500 キロメートル以上の DH-10（CJ-10）を搭載可能
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である22。H-6U 空中給油機や KJ-500 および KJ-2000 早期警戒管制機などの導入により、

長距離作戦を行うのに必要な能力を向上させる努力も継続している23。また、中国は「空母

キラー」と呼ばれる DF-21D および DF-26 対艦弾道ミサイルも配備している。DF-21D は

射程が 1800 キロメートルで、DF-26 はグアムを射程に収めるとみられ、また移動式で固体

燃料のため生存性が高い。さらに中国は極超音速滑空兵器を開発しており、これらはマッ

ハ 5 以上で不規則な動きをするため、軌道の予測が難しく迎撃も困難である24。中国がこ

れらの能力を実戦に近い状況でテストをしたことは確認されておらず、また遠距離にある

米空母の位置を把握できる能力が整っているのかは定かではない。しかし、中国は OTH

レーダーや衛星、ドローンを活用して、空母の位置を特定する能力を高めているとみられ

る25。AI による衛星写真の分析によって、リアルタイムに近い位置の特定も可能になるか

もしれない26。 

このように中国が A2/AD 能力を向上させる一方、冷戦後に米空母の艦載機の作戦行動

半径は 900 キロメートルにまで縮小している。これは、冷戦後に行動半径 1800 キロメート

ルであった A-6 を退役させ、F/A-18 に切り替えたからである。また、KA-6 艦上空中給油

機も退役したため、艦載機の空中給油能力も不足している27。このため、空母が艦載機を運

用するためには、中国の A2/AD環境下に入らなくてはならない。さらに、艦上対潜哨戒機

S-3 も退役したため、空母戦闘群の対潜哨戒能力も低下している28。 

第二次世界大戦後、米空母が実戦で攻撃を受けたことはない。しかし、様々な演習では、

空母が沈められたケースがあるという29。空母の有用性に懐疑的な論者は、空母の防衛の

ために電波妨害やデコイを使っても、ミサイルの飽和攻撃や潜水艦に脆弱な状況は変わら

ず、艦載機の行動半径を延伸しても ASBM や極超音速滑空兵器の脅威の下では十分な運用

が行えないため、大型空母にかかる費用をより小型の水上艦や潜水艦および無人潜水機の

導入に回すことを提起している30。懐疑論者はまた、空母の損失は国家の威信喪失につな

がるため、米国大統領は有事の際に脆弱な空母を A2/AD 環境下に配備することはできな

いとも考えている31。 

 

３．空母擁護論 

一方、空母擁護論者は、空母のコストや脆弱性は認めつつも、中国が A2/AD 能力を高め

る中で、むしろ空母の有用性は高まると考えている32。A2/AD 環境下では、空母以外の戦

力も脆弱であり、空母戦闘群よりパワープロジェクション、シーコントロール、ISR（情報・

監視・偵察）を効率的に遂行することはできないからである。実際に、空母戦闘群が今後

も戦闘で有用であるために、新しい技術の活用が検討されている。 
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まず、将来の艦載機は、有人無人のプラットフォームが混在することが予想されている。

艦載機の攻撃力の向上については、作戦行動半径が F/A-18 よりも長いステルス戦闘機 F-

35C と無人空中給油機 MQ-25 の導入が進められている33。これにより、艦載機の行動半径

が倍増することが見込まれており、空母をより安全な場所に展開させたまま攻撃任務を遂

行することが可能となる。また、F-35C はステルス機であるため、A2/AD環境下でも攻撃

任務を行うことができる。  

米海軍は、偵察・監視・攻撃を任務とする「無人艦上監視および打撃機」（UCLASS）と

して、無人戦闘攻撃機 X-47B の開発を行った。X-47B は、AI により自動で空母に発着艦

し、主武装も将来的にはレーザー兵器と高出力マイクロ波を採用して敵地の奥深くに侵入

し、発射前のミサイルに先制攻撃することが想定された。X-47B は次期艦載戦闘機 F/A-XX

の有力候補であったが、この計画は予算不足と艦載機がすべて無人機になることへの反発

によって中止となった34。このため、2030 年においても艦載機の主力は第 4 世代の F/A-18

である見込みだが、米海軍の「海軍統合火器管制-対空」（NIFC-CA）構想によって、早期

警戒機、統合打撃戦闘機、イージス艦など共同交戦能力（CEC）を搭載したプラットフォー

ムをネットワークで連接することで、 たとえば F-35C を早期警戒に使い、データを受け

た F/A-18 が対艦用のミサイル LRAMS や、対地用の JASSM などのスタンドオフミサイル

を発射することができる35。 

次に、空母自体の防御力を上げる取組も行われている。ドローンや対艦弾道ミサイル、

対艦巡航ミサイル、極超音速滑空兵器による飽和攻撃に対処するため、レーザーやレール

ガンなどの指向性エネルギー兵器の開発が進んでおり、水上艦での実験も予定されている。

これらが空母の随伴艦に搭載されれば、戦闘群の防衛力は強化される。また、これらの兵

器は膨大なエネルギーを必要とするが、原子炉を 2 基搭載した原子力空母はこれらの兵器

の搭載に適している36。つまり、従来空母の防衛は随伴艦の能力に依存するところが大き

かったが、より分散された戦力による作戦が必要となる A2/AD環境下で、空母自体が単独

で作戦を行うことを可能とする37。 

迎撃が困難とされる極超音速滑空兵器への対処も検討されている。艦載機による空対空

ミサイルでの迎撃は可能と考えられているが、ターゲティングには宇宙配備のセンサーを

増勢することが必要で、2020 年度の国防予算に必要な予算が盛り込まれる見込みである。

一方、極超音速滑空兵器への対処には、極超音速兵器を使った先制攻撃が一番有効との見

方もあり、航空機および潜水艦から攻撃する能力の開発が検討されている38。 

空母擁護論者は、歴史を振り返り、空母は神風特攻や冷戦期のソ連の脅威に対処してき

たように、将来戦における脅威にも対応していくだろうと主張する39。すでにみたように、
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A2/AD の脅威、特に経空脅威に対処するための様々な取組も実際に行われている。しかし、

艦載機の無人化が空中給油だけでなく、ISR やターゲティングのためにも行われない限り、

将来戦における空母と艦載機の有用性は失われていくだろう40。また、潜水艦の脅威は依

然として残っており、長距離対潜水艦能力の向上は不可欠である41。 

 

４．今後の見通し 

2018 年の米国国防戦略は、中ロとの大国間競争を前提に、抑止の新たなアプローチとし

て、敵の攻撃を遅延させ、拒否し、即座に勝利することを求めている42。このため、A2/AD

環境下においても、長距離爆撃機および同盟国の能力に支えられた前方展開戦力、特に空

母打撃群の役割は今後さらに重要となる。空母懐疑論者は A2/AD 環境下における脆弱性

を強調して、大型空母の費用対効果が低いため、小型の空母や潜水艦などへの投資の配分

を主張する。一方、擁護論者は新たな技術の導入によって空母の脆弱性を克服することは

可能で、将来戦においても大型空母は不可欠の存在であると考えている。 

今後の見通しとしては、中国の A2/AD 能力はさらに広範囲に広がっていくと考えられ

るが、空母打撃群の戦闘力と防衛力も新たな技術によって向上することが見込まれるため、

インド太平洋地域において空母戦闘群は米軍の中核であり続けるだろう。一方、無人化技

術が進んでも、現状では艦載機の完全無人化が進む見込みは少ないが、無人機だけを運用

する小型でより安価な空母が導入されることは十分考えられる43。これによって、12 隻の

大型空母を保有するという構想は変わっていくかもしれない。また、空母に対する経空脅

威への対処については技術の開発が進んでいるが、対潜水艦能力の向上については、大き

な進展が見込まれていない。対潜水艦能力の向上の予算獲得のためにも、大型空母の建造

計画は見直しが必要となるかもしれない。 

日本政府はいずも級 2 隻のヘリコプター搭載護衛艦を事実上の空母に転換し、F-35B の

運用を決めた。この決定の理由としては、中国軍用機の活動が広がる西太平洋における航

空基地の不足が指摘されている。しかし、広い飛行甲板を持ついずも級は、米空母と同じ

く A2/AD の脅威に脆弱であり、空母打撃群ほどの防衛力を持たないため、有事における有

用性には疑問が残る。また、いずも級の主任務は対潜哨戒であり、これによって米空母を

護衛することが期待されている。対潜哨戒能力を犠牲にしていずも級を空母化することは

同盟協力の観点からも再検討が必要である。 
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